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�愛媛県告示第６８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年１月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年１月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年１月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１７号
今治市玉川町龍岡上字五反地甲７２番１地先から

同市同町龍岡上字五反地道上甲５８番１地先まで
令和６年１月３０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川松山線
東温市田窪字海稲１４２６番８から

同字１４０９番１まで
令和６年１月３０日

毎週（火・金）曜日発行 第４７９号 令和６年１月３０日

令和６年１月３０日火曜日 第４７９号
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公 告

�公 告

愛媛県立農業大学校入学試験の実施について

令和６年度愛媛県立農業大学校入学試験（３次募集）を次のとお

り実施する。

令和６年１月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入学試験の区分

アグリビジネス科

２ 入学試験の期日

アグリビジネス科

令和６年２月２７日（火） 学科試験及び面接試験

３ 入学試験の場所

松山市下伊台町１５５３番地 愛媛県立農業大学校

４ 募集人員、修業年限及び受験資格

アグリビジネス科

コース 修業年限 募集人員

農業経営者養成コース １年 ４人

受験資格

次のいずれかに該当する者
� 学校教育法による大学を卒業した者（令和６年３月に
卒業見込みの者を含む。）又は同法による専門職大学の
前期課程を修了した者（令和６年３月に修了見込みの者
を含む。）

� 学校教育法による高等専門学校を卒業した者（令和６
年３月に卒業見込みの者を含む。）

� 学校教育法による専修学校の専門課程（修業年限が２
年以上のものに限る。）を修了した者（令和６年３月に

修了見込みの者を含む。）
� 学校教育法による高等学校又は中等教育学校を卒業し
た者であって２年以上の就業経験を有するもの

� 都道府県立農業者研修教育施設養成部門（農林水産大
臣と協議して設置されたものに限る。）を卒業した者
（令和６年３月に卒業見込みの者を含む。）

� �から�までに掲げる者のほか、知事がこれらの者と
同等以上の能力を有すると認めた者

５ 学科試験科目

アグリビジネス科

小論文

６ 入学願書受付期間

アグリビジネス科

令和６年１月３１日（水）から２月１４日（水）まで

なお、郵送による場合は、当該受付期間の締切日までの消印が

あるものは、受け付ける。

７ 受験手続

入学願書に次に掲げる書類等を添えて愛媛県立農業大学校長に

提出すること。

� 総合農学科への入学を希望する者にあっては最終学校の調査

書又は卒業証明書及び成績証明書、アグリビジネス科への入学

を希望する者にあっては最終学校の卒業証明書若しくは卒業見

込証明書又は修了証明書若しくは修了見込証明書及び成績証明

書

� 入学選考料として２，２００円の愛媛県収入証紙

８ その他入学試験の詳細については、愛媛県立農業大学校に問い

合わせること。

�愛媛県告示第７１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年１月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和６年１月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 森松重信線
東温市田窪字海稲１４０９番１から

同字１４７６番まで
令和６年１月３０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 伊予松山港線
松山市南吉田町１４０４番２から

同町１４６９番２まで
令和６年１月３１日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－３）第１２５７０号 令和４年
３月９日 徳山石材 �山 義恭 西予市宇和町新城９１８ 令和５年

１２月２５日 石工事業 建設業の廃止
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次のとおり一般競争入札に付する。

令和６年１月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県漁業取締船用燃料の購入

� 購入物品名及び数量

軽油（免税・ＪＩＳ Ｋ２２０４ ２号）

約３３３，０００リットル

この数量は、過去１年間の購入実績に基づく数量であり、令

和６年度の納入量を保証するものではない。

� 購入物品の内容等

入札説明書による。

� 納入期間

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

� 納入場所

松山港及び宇和島港の愛媛県漁業取締船桟橋又は愛媛県が指

定する愛媛県海域

� 入札方法

ア 入札は、愛媛県電子入札システムによる電子入札により行

うこと。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

（以下「運用基準」という。）７�又は�の規定により紙入
札による参加承諾を受けた者にあっては、紙入札を行うこと

ができる。

イ 入札金額は、１リットル当たりの単価で行う。単価は、小

数第二位までとする。

ウ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（その金額に

小数第三位以下の端数があるときはその端数を切り捨て、小

数第二位までとする。）をもって落札価格とするので、入札

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期間

令和６年３月１９日（火）午前９時から同月２１日（木）午前９

時５９分まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和６年３月２１日（木）午前１０時

愛媛県庁本館１階会議室（都合により変更する場合あり。）

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：令和６年３月８日（金）午後５時

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条か

ら第１５４条までの規定による。

イ 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

運用基準７�又は�の規定により紙入札による入札が承諾
された者は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に限る。）に

より提出すること。

ウ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Light Oil（tax exempted，JIS K２２０４ No．２）approximately

３３３，０００L

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２１March２０２４

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６

令和６年１月３０日 発行


